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研究成果の概要（和文）：本研究は、障害者の独立世帯形成における住宅条件を明らかにしようとするものであ
る。
障害者の居住実態を把握するため、重度身体障害者と知的障害者へのアンケート調査を実施した。事故により重
度身体障害者となった者の多くは持家を取得し、病気原因や先天性障害の者は、親の家か民営借家に暮らすとい
う、住宅の階層化がみられた。知的障害者の調査結果を親との同別居別にみると、同居者とその親の年齢は、別
居者のそれらより低く、本人と親が高齢となるにしたがって別居する傾向がみられた。
重度身体障害者、知的障害者ともに、親元からの独立希望があるものの、住まいの選択肢が少ないために親同居
の継続を選択している実態があった。

研究成果の概要（英文）：This paper explores the housing conditions of people with disabilities for 
living independently. We conducted the questionnaire survey on people with severe physical 
disabilities and people with intellectual disabilities in order to grasp the living conditions.
Many of people with severe physical disabilities by accident have their owned houses. People who do 
not meet this condition live in their parental houses or private rented houses.Whereas people with 
intellectual disabilities living with their parents are relatively younger than they are living 
separately with their parents. When people with intellectual disabilities and their parents became 
elderly, they tended to leave parents.Some of people with severe physical and intellectual 
disabilities who live with their parents hope to live independently from their parental houses. 
However, there are few options for housing, so there is circumstance where they had to choose to 
live with their parents. 

研究分野：障害者の住宅政策、住環境整備
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 戦後日本の障害者施策は、障害者を扶養す
る家族への支援と、家族扶養を得られない者
への入所施設整備を中心としてきた。2000
年代に入り「脱施設・地域移行」へと大きな
政策転換が行われ、公的福祉サービスや雇用、
差別解消等の法整備は進んだ。家族ではない
介助者とともに生活を送ることが、制度上は
可能になった。しかし住宅政策は、中間層の
家族を対象とした持家促進施策が中心であ
り、障害者の住まいは残余的である。特に、
障害者の住まいとして重要な選択肢である、
独立世帯形成を支える視点が欠けている。 
障害者に対する住宅政策は、公営住宅を対
象としてのみ行われてきたと言っても過言
ではない。身体障害者を扶養する世帯向けに
優先入居が始まったのは 1967 年である。そ
の後 1980 年に、身体障害者の単身入居、つ
まり障害者本人を対象とした入居資格が認
可されるが、この時点では常時要介助者は除
かれた。重度身体障害者の単身入居が認可さ
れたのは 2000 年、知的障害者、精神障害者
の単身入居の認可は 2006 年である。日本の
住宅政策は、標準パターンのライフコース
（安定した雇用、結婚、出産、持家取得）を
歩む者に手厚く、そうではない者に極めて希
薄である。障害者の住宅条件は、金銭的、物
理的に不利であるだけでなく、住宅政策によ
りさらに不利になる。 
 障害者の住宅に関して、設計基準や住環境
整備など人間工学、建築計画の分野における
技術次元の研究は多い。しかし、本研究の主
眼である障害者の住宅条件を社会・政策次元
から捉えた研究はほとんどない。社会福祉分
野において障害者の地域移行の研究は増え
ているが、住宅や住宅政策に着目したものは
ほとんどない。一方、建築分野においても、
障害者の住宅政策に言及した研究は非常に
少ない。1970年代、早川和男や大本圭野が、
障害者の住まいの貧困は住宅政策の不足、不
備が要因であると指摘した。しかし、その後、
障害者の住宅においては、建築設計基準の構
築や住環境整備手法といった技術的な研究
が主流となり、住宅問題を扱った研究はほと
んど見られない。住宅政策においては、研究
分担者である平山洋介による研究がある。持
家社会、家族主義という日本の特徴が、女性
や若者、貧困者の住宅に与える影響を実証的
に分析し、住宅政策の課題を明らかにしてい
る。平山の研究において障害者は、住宅困窮
として救済される類型の１つとして扱われ
ている。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、障害者の独立世帯形成に
おける住宅条件を明らかにするものである。
これまで、障害者の地域生活に関する研究の
関心は、家族との関係や福祉サービスの充実、
雇用の促進、差別の解消などにあり、住宅や
住宅政策に関する研究はほとんどない。本研

究は、障害者の生活において住宅はどのよう
な意味を持つのかを実証的に明らかにし、誰
と住むのか、どこに住むのかを、障害者自ら
が選択できる住宅政策のあり方を追求しよ
うとするものである。 
 具体的には、障害者とその家族の実態把握
を、アンケート調査やインタビュー調査を行
う。その対象を重度の身体障害のあるために
物理的に住宅ニーズが高い重度身体障害者
と、親との同居が他の障害より多い（生活の
しづらさ調査より）知的障害者とした。 
 
３．研究の方法 
本研究において、重度身体障害者に対して
居住実態に関するインタビュー調査とアン
ケート調査を、知的障害者に対してアンケー
ト調査を行った。 
（1）重度身体障害者へのインタビュー調査 
重度身体障害者 16 名（独立世帯形成（11
名）、家族同居（5 名））を対象に、自宅にて
インタビュー調査を行った。インタビュー項
目は、障害の状況（障害程度、受障時期、受
給サービス）と収入（年金、就労収入）、家
族との関係、受障から現在までの住宅の変遷、
現在の住宅を決めた理由、住宅所有形態や建
て方、将来の希望などである。調査時には、
住宅の間取りを採取し、入居後に手を加えた
箇所などを中心に写真撮影を行った。 
（2）重度身体障害者へのアンケート調査 
重度身体障害者が所属する3団体の協力を
得て、各団体の会員や所属団体に対して、メ
ールやホームページによりアンケートの趣
旨や対象者、内容を伝え、それに賛同し同意
する者から回答を得た。インターネット調査
法とした。回答者数は 202 名であった。本稿
では、身体障害者手帳 1，2 級以外の所持者
（7名）、65歳以上（24 名）の回答を除く 171
名の回答結果を用いた。アンケート項目は、
（1）と同じく障害の状況と収入、家族との
関係、受障から現在までの住宅の変遷、親と
の同居・別居を決めた理由、現在の住宅を決
めた理由、将来の希望などである。 
（3）知的障害者へのアンケート調査 
知的障害者を支援する団体の協力を得て、
関連団体の会員に対して、質問紙によるアン
ケート調査を行った。親との同別居別に調査
を行った（共通の設問あり）。その結果、親
同居者 388 名（62.9％）、親別居者 229 名
（37.1％）の 617 名からの回答があった。ア
ンケート項目は、障害の程度や世帯構成員、
親の年齢、就労・収入状況、現在の住宅所有
形態や建て方、将来の住まいへの希望などで
ある。 
 
４．研究成果 
（1）重度身体障害者へのインタビュー調査
結果 
 独立世帯形成の 11名の内 10名が単身世帯、
1 名は夫婦のみ世帯（配偶者も重度身体障害
者）である。回答者の住宅所有形態は、持家



（2名）、公営住宅（2名）、民間賃貸住宅（７
名）である。民間賃貸住宅の内の 2名は、身
体障害者向けシェアハウスに居住である（制
度上、施設ではなく民間賃貸住宅である）。 
就労収入を得ている回答者は少なく、障害
年金 1 級と特別障害者手当の約 10 万円を受
給し、これに厚生年金等が追加されている者
もある。すべての回答者が、受障後は親同居
であったが、親亡き後や高齢親の介護負担の
軽減を考え、独立世帯形成に至っている。民
間賃貸住宅居住者は、現在の住宅に決めるま
でに、複数の住宅を検討したが、自身の住宅
ニーズをすべて満足する住宅はほとんどな
く、バリアフリー環境や立地、家賃などから、
優先すべき事項を満たした住宅を選択した
と回答した。 
 家族同居者は 4 名が親と、1 名は親と妹家
族との同居である。受障後、親が自宅を大規
模改造した（3名）、受障後に障害に適合した
住宅を購入（2 名）と、住環境に満足してい
ることがわかった。しかし、日常生活のすべ
てに介助を要する者（2 名）は、親同居の場
合、夜間の介助者派遣は制限され、家族負担
となる。親の高齢化に伴う介助負担を軽減す
るため、親元を出ることを検討中であった。 
 
（2）重度身体障害者へのアンケート調査結
果 
①住宅所有形態 
回答者の持家率は（表１）、厚生労働省に
よる生活のしづらさなどに関する調査（全国
在宅障害児・者等実態調査）における身体障
害者（以下「身体」とする）と比べ 17.7 ポ
イントも低く（回答者55.6％、身体73.3％）、
その内訳は家族持家31.0％、本人持家24.6％
と、家族持家の割合が少し高い。身体障害者
と比べ、借家に暮らす割合は民営・公営とも
に 2倍以上高い（民営：回答者 29.8％、身体
13.5％、公営：回答者 14.6％、身体 6.5％）。 
この結果を踏まえて住宅所有形態別（「本
人持家」「家族持家」「民営借家」「公的借家」）
に、年齢、世帯類型、就労状況などの生活実
態を把握する。その後、住宅の建て方や面積、
バリアフリー整備状況などの住宅実態を把
握した。紙面の都合上、身体障害者や一般世
帯との比較は割愛する。また、特徴的な項目
のみの記載とする。 

②年齢、世帯類型 
 「本人持家」の年齢は比較的高く、50 歳以
上が半数を占める（52.4％）。有配偶率は 6
割と高く（59.5％）、無配偶者において親同
居（23.8％）が単身（16.7％）より多い。「家
族持家」の約半数は40歳未満と若い（47.1％）。
親同居が多く（75.5％）、配偶者と暮らす者
は少ない（22.6％）。「民営借家」「公的借家」
ともに半数を30～49歳が占める（民営54.9％、
公的 56.0％）。借家の 8 割は無配偶者で（民
営 82.4％、公営 84.0％）、単身世帯の割合が
高い（民営 80.4％、公的 60.0％）。 
③受障原因・受障年齢、要介助の程度 
 「本人持家」における事故受障の割合は高
く（75.8％）、成人後の受障割合も高い
（61.9％）。介助不要の割合は他よりも高い
（31.0％）。「家族持家」の約半数は事故受障
である（47.2％）。未成年期の受障の割合が
約 6 割と高い（58.5％）。全介助の割合
（30.2％）が、介助不要（9.4％）の割合よ
り高い。「民営借家」における出生時の損傷
の割合は他と比べ高く（31.4％）、事故受障
の割合は最も低い（33.3％）。未成年期受障
の割合は高い（66.7％）。全介助の割合が最
も高い（60.8％）。「公的借家」では、病気
（28.0％）と事故（40.0％）による受障の割
合が高い。未成年期受障が 6 割と高い
（64.0％）。 
④バリアフリー整備の状況 
 重度身体障害者にとってバリアフリー整
備は重要な住宅条件である。調査では特に
「段差のない屋内」「廊下などが車椅子で通
行可能な幅である」「道路から玄関まで車椅
子で通行可」の 3項目についてたずねた。「本
人持家」では、3 項目すべてが 8 割以上の整
備率であったた。一方、「家族持家」の整備
割合は「本人持家」と比べると低く、特に「道
路から玄関まで車椅子で通行可」は半数に満
たない（45.3％）。「民営借家」ではすべての
項目が半数以下と低く、特に「段差のない屋
内」の整備割合は 43.1％と低い。「公的借家」
においては、3 項目すべてが 7 割程度と整備
割合と高い。 
 バリアフリー整備の3項目すべてを満たす
割合が高いのは「本人持家」であった（本人
76.2％、家族 34.0％、民営 25.5％、公的
60.0％）。3項目のいずれも備えていない割合
が高いのは「民営借家」であった（本人 9.5％、
家族 24.5％、民営 27.5％、公的 16.0％）。「家
族持家」と「民営借家」のバリアフリーの整 
備割合の低さが明らかになった。 
⑤持家の取得状況 
持家の取得方法では、「本人持家」42 名の
うち 36 名（85.7％）が購入、残り 6 名の住
宅は親からの相続・贈与であった。本人が購
入資金を出した 32名のうちの 26名が受障後
に購入、そのうち 17 名が事故による生命保
険や賠償金を購入資金に充てていた。また、
購入者の半数が、建売住宅ではなく注文住宅
の購入であった。 

表１：回答者の住宅所有形態 

 

％ (N)
持家 73.3 55.6 95
本人 36.8 24.6 42
家族 36.5 31.0 53

民営借家 13.5 29.8 51
公営住宅 6.5 11.1 19
ＵＲ・公社 - 3.5 6
グループホーム 1.7 - -
給与住宅 0.8 - -
その他 2.3 - -

住宅所有形態

身体障害者
回答者

※生活のしづらさなどに関する調査から、身体障害者
　（65歳未満）のデータを使用  



「家族持家」の 53 名のうち 42 名（79.2％）
が購入による取得、残りの 11 名は相続であ
った。家の名義は、親 39 名（73.6％）、配偶
者 9 名（17.0％）、あとは子と祖父母であっ
た。42 名の購入者のうち購入資金を出した者
は、親 32 名（76.2％）、配偶者 6名（14.3％）、
あとは祖父母であった。出資した回答者 5名
のうち 3名は、受障時の賠償金を資金購入に
充てていた。 
 
（3）知的障害者へのアンケート調査結果 
親との同別居別にアンケートを実施し、共
通項目について同別居別に比較した。 
①年齢、世帯類型 
 回答者の半数を 40 歳未満（330 名・53.5％）
が占めた。同居者において 40 歳未満が多く
（258 名・66.8％）、別居者において 40 歳以
上が多い（157 名・68.6％）（図 1）。 
世帯類型を同別居別にみる。同居者におい
て、両親と本人を中心とした世帯が 8割を占
め（310 名・79.9％）、その内訳は、両親のみ
（153 名・39.4％）、両親と兄弟姉妹（132 名・
34.0％）、両親と祖父母（25 名・6.4％）であ
った（両親と祖父母の世帯には、兄弟姉妹が
含まれる場合もある）。次いで、母親と本人
を中心とした世帯が 64 名（16.5％）、父親と
本人を中心とした世帯が 9 名（2.3％）であ
った。別居者では、単身世帯が8割を超え（195
名・85.2％）、その 9 割がグループホーム居
住である（183 名・93.8％）。その他、祖父母
（14 名・6.1％）、兄弟（7 名・3.1％）との
同居、家族の居ない者もあった（13 名・5.7％）。 
②障害程度 
 障害の程度をみる。回答者全体では、Ａ（重
度）が約半数（282 名・45.7％）を占め、Ｂ
１（中度）170 名・27.6％、Ｂ２（軽度）140
名・22.7％であった。同別居別にみると（図
2）、同居者の半数以上がＡ（重度）であり（214
名・55.2％）、Ｂ２（軽度）の者は少ない（63

名・16.2％）。別居者においてＡ（重度）と
Ｂ１（中度）が同じ割合（68 名・29.7％）、
Ｂ２（軽度）が少し多い（77 名・33.6％）。
同居者の重度の割合が、別居者よりも高い。 
③住宅所有形態 
 回答者全体の半数は持家所有であり（名義
人は親）（341 名・55.3％）、グループホーム
居住者が 3割あった（183 名・29.7％）。賃貸
住宅に居住する者の割合は低い（85 名・
13.8％）。同別居別にみると、同居者に占め
る持家の割合は8割を超える（328名・84.5％）。
一方、別居者の約 8割はグループホーム居住
者で（183 名・79.9％）、持家の割合は低く（13
名・5.7％）、賃貸住宅の割合も低い（29 名・
12.7％）。 
④親と同居している人の状況 
 現在、親との同居者に、今後も親と同居す
るかどうかをたずねた。半数以上が「親と一
緒に住みたい」（219 名・56.4％）と回答した。
「親と離れて住みたい」は非常に少なく（16
名・4.1％）、「いつかは離れて住みたい」（101
名・26.0％）と合わせ「離れて住みたい」と
いう希望は 3割程度であった。「わからない」
という回答が1割程度あった（34名・8.8％）。
親と一緒に住みたい理由として、最も多かっ
たのが「親と離れるのは不安だから」（150
名・68.5％）、次いで「親が家事（掃除・洗
濯・料理など）をやってくれるから」（138 名・
63.0％）であった。 
⑤親と別居した人の住宅状況 
 親との別居理由は、「自立したかった」(74
名・32.3％）、「親が亡くなったから」（53 名・
23.1％）、「人に勧められたから」（33 名・
14.4％）、「親が高齢だから」（30 名・13.1％）
であった。親の高齢化に伴う事情（死去や入
院、施設入所など）や、職場の法人が開設し
たグループホームに誘われたなど、自身の意
思とは異なる事情によるものもみられた。 
現在暮らしている住宅に決めた理由をた
ずねると、「駅やバス停に近い」（63 名・
27.5％）、「職場に近い」（60 名・26.2％）、「買
い物しやすい」（46 名・20.1％）、「親の家に
近い」（36 名・15.7％）など、利便性を挙げ
た回答が多かった。親の家に近いことを決定
理由に挙げた回答者は少なかったが、親の家
までにかかる時間は、1時間以内が約 4割（87
名・38.0％）、30 分未満は約 2 割（44 名・
19.2％）と親の家の近くに住んでいる者が多
い。 
⑥将来希望 
将来(10 年後)、どこで住んでいたいかをた
ずねたところ、同居者の半数が無回答であっ
た。同居者における将来の希望は、グループ
ホーム（71 名・18.3％）、施設（23 名・5.9％）、
グループホームか施設（8名・2.1％）であっ
た（図 3）。別居者の希望は、現在の住まい（グ
ループホームも含む）（78名・34.1％）、次い
で施設であった（40 名・17.5％）。 
誰と暮らしたいかの回答においても同居
者の半数が無回答であった（51.3％）。同居
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図 1：回答者の年齢、図 2：回答者の障害程度 



者、別居者とも「わからない」との回答が最
も多かった（同居：65 名・16.8％、別居：53
名・23.1％）。次いで、同居者では「友だち」
（47 名・12.1％）、別居者では「ひとりで」
（52 名・22.7％）、「結婚相手」（46 名・20.1％）
が多かった。 
 
（4）まとめ 
 重度身体障害者の調査から、持家と借家に
おいてバリアフリーの整備状況が大きく異
なり、居住の安定に差が生じていることがわ
かった。特に民営借家にバリアフリーの整備
状況が悪い住宅が多い。重度身体障害者が親
別居を選択する理由の多くは親の介助負担
の軽減であり、持家を取得できる条件を持た
ない場合、民間賃貸住宅を選択せざるを得な
い状況がある。障害者に対する住宅政策とさ
れてきた公営住宅は、バリアフリー整備割合
は高く住居費負担も低い。しかし、公営住宅
の戸数が少ないこと（全住宅数の 3.8％、2013
年）、築年数が短くバリアフリー整備されて
いる住宅はさらに少ないことから、選択肢と
なりにくい。 
 知的障害者のアンケート調査では、同居者
より別居者の年齢が高いことが明らかにな
った。親同居者にも、親の高齢化などにより、
親別居せざるを得ない時期がくることが推
察される。しかし、親と離れて暮らす者の多
くはグループホームに暮らし、それ以外の選
択肢がほとんどないのが現状である。グルー
プホーム数は年々増えているが、地域差が大
きく現在の居住地近くにあるとは限らない。
また、知的障害者の施設入所割合は身体障害
者や精神障害者よりも高く、脱施設・地域生
活移行があまり進んでいない。その要因は、
本人と親が、安心して地域生活できると思え

る住まいの選択肢が少ないのが要因である
と推察される。 
 障害種別に限らず、障害者が地域で安定し
た生活を送るために、住宅のあり方は非常に
重要である。2000 年代以降、家族ではない介
助者との生活が可能となる公的福祉サービ
スが整備された。しかし、住宅の選択肢が少
ないために、自身が望む生活を送ることがで
きない障害者は多い。 
本研究では、障害種別により障害者の住宅
ニーズは大きく異なること、同じ身体障害で
も受障原因や受障時期により住宅所有形態
に差があることを明らかにすることができ
た。障害者の多様性を把握した上で、障害者
向けの住宅政策を検討する姿勢が求められ
る。 
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図 3：将来の住まいの希望、図 4：同居者の希望 


